
凡 例

法 律

「法」又は「地方公務員法」 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

祝日法 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

教育公務員特例法 教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

端数計算法 国等の債権債務等の金額の端数計算に関する法律（昭和２５年法律第６１号）

地方税法 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

共済組合法 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）

所得税法 所得税法（昭和４０年法律第３３号）

財形促進法 勤労者財産形成促進法（昭和４６年法律第９２号）

育児休業法 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）

条 例

「条例」又は「給与条例」 職員の給与に関する条例（昭和３２年宮城県条例第２９号）

平成１９年改正条例 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（平成１９年宮城県条例第４６号）

平成２６年改正条例 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（平成２６年宮城県条例第７６号）

平成２７年改正条例 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（平成２７年宮城県条例第８号）

特別職条例 特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例

（昭和２６年宮城県条例第１号）

旅費条例 職員等の旅費に関する条例（昭和３２年宮城県条例第３０号）

教員特別措置条例 義務教育諸学校等の教育職員の給与等の特別措置に関する条例

（昭和４６年宮城県条例第４７号）

外国派遣条例 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例

（昭和６３年宮城県条例第６号）

育児休業条例 職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮城県条例第１２号）

職員勤務時間条例 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年宮城県条例第７号）

学校職員勤務時間条例 学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年宮城県条例第８号）

特殊勤務手当条例 職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１２年宮城県条例第１２８号）

公益的法人等派遣条例 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年宮城県条例第６３号）

任期付職員条例 一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年宮城県条例第９号）

任期付研究員条例 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成１５年宮城県条例第１０号）

修学部分休業条例 職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年宮城県条例第１８号）

高齢者部分休業条例 職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年宮城県条例第１９号）

自己啓発等休業条例 職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年宮城県条例第８９号）

配偶者同行休業条例 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年宮城県条例第４５号）

会計年度任用職員給与条例 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

（令和元年宮城県条例第４８号）



規 則

規則７―０ 人事委員会規則７―０（給料等の支給）

規則７―１ 人事委員会規則７―１（寒冷地手当）

規則７―２ 人事委員会規則７―２（特殊勤務手当）

規則７―１４ 人事委員会規則７―１４（期末手当）

規則７―１５ 人事委員会規則７―１５（勤勉手当）

規則７―１６ 人事委員会規則７―１６（給料の調整額）

規則７―１７ 人事委員会規則７―１７（宿日直手当）

規則７―１８ 人事委員会規則７―１８（管理職手当）

規則７―１８―６９ 人事委員会規則７―１８―６９（人事委員会規則７―１８（管理職手当）の一部

を改正する規則）

規則７―３１ 人事委員会規則７―３１（給料表の適用範囲）

規則７―３３ 人事委員会規則７―３３（初任給、昇格、昇給等の基準）

規則７―３３―４９ 人事委員会規則７―３３―４９（人事委員会規則７―３３（初任給，昇格，昇

給等の基準）の一部を改正する規則）

規則７―３３―７１ 人事委員会規則７―３３―７１（人事委員会規則７―３３（初任給，昇格，昇給

等の基準）の一部を改正する規則）

規則７―３６ 人事委員会規則７―３６（産業教育手当）

規則７―３８ 人事委員会規則７―３８（通勤手当）

規則７―３９ 人事委員会規則７―３９（へき地手当等）

規則７―４０ 人事委員会規則７―４０（定時制通信教育手当）

規則７―４１ 人事委員会規則７―４１（初任給調整手当）

規則７―４４ 人事委員会規則７―４４（農林漁業普及指導手当）

規則７―４５ 人事委員会規則７―４５（災害派遣手当）

規則７―４６ 人事委員会規則７―４６（休職者の給与）

規則７―５３ 人事委員会規則７―５３（地域手当）

規則７―６１ 人事委員会規則７―６１（住居手当）

規則７―６２ 人事委員会規則７―６２（特地勤務手当等）

規則７―６２―１２ 人事委員会規則７―６２―１２（人事委員会規則７―６２（特地勤務手当等）

の一部を改正する規則）

規則７―６５ 人事委員会規則７―６５（教職調整額の支給方法等）

規則７―７０ 人事委員会規則７―７０（休日勤務手当）

規則７―７８ 人事委員会規則７―７８（義務教育等教員特別手当）

規則７―９９ 人事委員会規則７―９９（扶養手当）

規則７―１０６ 人事委員会規則７―１０６（単身赴任手当）

規則７―１０６―１３ 人事委員会規則７―１０６―１３（人事委員会規則７―１０６（単身赴任手当）

の一部を改正する規則）

規則７―１０９ 人事委員会規則７―１０９（管理職員特別勤務手当）

規則７―１０９―５ 人事委員会規則７―１０９―５（人事委員会規則７―１０９（管理職員特別勤務

手当）の一部を改正する規則）

規則７―１１３ 人事委員会規則７―１１３（時間外勤務手当）

規則７―１２２ 人事委員会規則７―１２２（短時間勤務職員の給料月額等の端数計算）

規則１２―１ 人事委員会規則１２―１（公益的法人等への職員の派遣等に関する規則）

規則７―１４０ 人事委員会規則７―１４０（会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する規則）

規則７―１４１ 人事委員会規則７―１４１（給与条例附則第３５項の規定による給料等）



通 知

昭和３７年通知第９３号 人事委員会規則７―４１（初任給調整手当）の運用について

（昭和３７年５月４日宮人委第９３号）

昭和３９年通知第４０３号 人事委員会規則７―４４（農林漁業普及指導手当）の運用について

（昭和３９年１２月４日宮人委第４０３号）

昭和４０年通知第２４９号 初任給基準又は給料表の適用を異にして異動した場合の号俸の決定等の基準に

ついて（昭和４０年７月１日宮人委第２４９号）

昭和４１年通知第１６４号 人事委員会規則７―１６（給料の調整額）の運用について

（昭和４１年５月１０日宮人委第１６４号）

昭和４２年通知第２６７号 人事委員会規則７―４０（定時制通信教育手当）の運用について

（昭和４２年８月１１日宮人委第２６７号）

昭和４４年通知第３６１号 人事委員会規則７―１８（管理職手当）の運用について

（昭和４４年１月２１日宮人委第３６１号）

昭和４４年通知第９１号 人事委員会７―３３（初任給、昇格、昇給等の基準）の運用について

（昭和４４年７月４日宮人委第９１号）

昭和４４年通知第９２号 免許所有職員等の経験年数の取扱いについて

（昭和４４年７月４日宮人委第９２号）

昭和４５年通知第１１４号 産業教育手当の運用について（昭和４５年６月２６日宮人委第１１４号）

昭和４６年通知第４８１号 民間の研究所等から採用された研究職員の号俸の決定について

（昭和４６年３月２６日宮人委第４８１号）

昭和４６年通知第４８２号 教育職給料表の適用を受ける職員の初任給等の決定について

（昭和４６年３月２６日宮人委第４８２号）

昭和４８年通知第１７４号 休日勤務手当の取扱いについて（昭和４８年７月７日宮人委第１７４号）

昭和４８年通知第４４６号 医療職給料表(三)の適用を受ける職員の初任給等の決定について

（昭和４８年３月３１日宮人委第４４６号）

昭和４９年通知第３６１号 給料表の適用範囲の運用について（昭和４９年１２月２５日宮人委第３６１号）

昭和４９年通知第３６３号 住居手当の運用について（昭和４９年１２月２５日宮人委第３６３号）

昭和５１年通知第３号 宿日直手当の運用について（昭和５１年４月１日宮人委第３号）

昭和５５年通知第２７６号 地域手当の運用について（昭和５５年１２月２４日宮人委第２７６号）

昭和５６年通知第３５４号 人事委員会規則７―１（寒冷地手当）の運用について

（昭和５６年３月３１日宮人委第３５４号）

昭和５６年通知第２３０号 人事委員会規則７―０（給料等の支給）の運用について

（昭和５６年１０月２４日宮人委第２３０号）

昭和５６年通知第３５４号 人事委員会規則７―１（寒冷地手当）の運用について

（昭和５６年３月３１日宮人委第３５４号）

昭和５７年通知第４１０号 復職時等における号俸の調整の運用について

（昭和５７年３月３０日宮人委第４１０号）

昭和６１年通知第４号 扶養手当の運用について（昭和６１年４月１日宮人委第４号）

平成２年通知第３１７号 人事委員会規則７―１０６（単身赴任手当）の運用について

（平成２年３月２６日宮人委第３１７号）

平成２年通知第２２８号 新たに職員となった者の給料月額の経過的特例について

（平成２年１２月２６日宮人委第２２８号）



平成２年通知第２２９号 職員の給与に関する条例の一部改正に伴う復職時等における給料月額の取扱いに

ついて（平成２年１２月２６日宮人委第２２９号）

平成２年通知第３１７号 人事委員会規則７―１０６（単身赴任手当）の運用について

（平成２年３月２６日宮人委第３１７号）

平成３年通知第２５０号 人事委員会規則７―１０９（管理職員特別勤務手当）の運用について

（平成３年１２月２５日宮人委第２５０号）

平成４年通知第３３０号 人事委員会規則７―３３―１１（人事委員会規則７―３３（初任給、昇格、昇給

等の基準）の一部を改正する規則）の運用等について

（平成４年３月２７日宮人委第３３０号）

平成１１年通知第３２５号 人事委員会規則７―３８（通勤手当）の運用について

（平成１１年２月３日宮人委第３２５号）

平成１２年通知第３２１号 期末手当及び勤勉手当の支給について

（平成１２年２月２９日宮人委第３２１号）

平成１２年通知第３２２号 懲戒処分を受けた職員の勤勉手当の成績率について

（平成１２年２月２９日宮人委第３２２号）

平成１３年通知第２８３号 人事委員会規則７―２（特殊勤務手当）の運用について

（平成１３年２月１日宮人委第２８３号）

平成２０年通知第３１３号 「昇給制度の運用指針」の制定について

（平成２０年３月３１日宮人委第３１３号）

平成２１年通知第３２８号 人事委員会規則７―３３―４９（人事委員会規則７―３３（初任給、昇格、昇給

等の基準）の一部を改正する規則）の運用について

（平成２１年３月３１日宮人委第３２８号）

平成２２年通知第３６７号 時間外勤務等手当の支給について（平成２２年３月３１日宮人委第３６７号）

令和元年通知第２２２号 人事委員会規則７―１４０（会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する規

則）の運用について（令和元年１１月１５日宮人委第２２２号）

令和４年通知第５１０７号 特別地域学校の指定について（令和４年２月２５日宮人委第５１０７号）

令和４年通知第２３８号 人事委員会規則７―３３―７１（人事委員会規則７―３３（初任給，昇格，昇給

等の基準）の一部を改正する規則）の運用について（令和４年１２月１６日宮人

委第２３８号）

令和５年通知第２４７号 人事委員会規則７―１６（給料の調整額）の調整基本額について

（令和５年１２月２６日宮人委第２４７号）

令和６年通知第３２１号 準特地公署の指定について

（令和６年３月２９日宮人委第３２１号）


